（R07　冬　府高教　専門部【女性部】）　
項目Ⅱ－３
○　今後とも、可能な限り新規採用教員の確保に努めてまいる。

○　府立学校の教職員の配置については、法令に基づき、各学校の学級数に応じて措置することを基本とし、効果的に教職員を配置する観点から、教育振興室とともに学校の実情や取組み状況などを把握し、教員加配を行っているところ。

○　産休・育休・病休・育短などの代替措置については、業務に支障が出ないよう、各学校の状況等をお聞きしながら適切に対応してまいる。

○　養護教諭については、いじめや不登校、暴力行為など「心身の健康問題」を抱える生徒が多い学校などへ複数配置を行ってきたところであり、今年度は54校について複数配置を行った。

○　今後とも、各校の取組の実情を勘案し、適切な定数措置を行ってまいりたい。
項目Ⅱ－４
○　特別休暇については、より府民理解を得られる制度にする観点から、民間状況も一定反映されている国制度を基本に見直しを行い、平成22年度から実施しているところ。

○　今後とも、国の制度を基本に対応してまいる。

○　病気休暇の承認手続きについては、断続的に病気休暇を取得する職員に対する健康管理と服務規律の確保の観点から、皆様方との協議を経て平成25年度から承認手続きの見直しを行ったところ。

○　育児休業中の職員に給与を支給することは、地方公務員の育児休業等に関する法律の規定から困難である。

○　介護を理由とする職務専念義務の免除については、介護休暇、介護時間及び介護欠勤が制度化されているところ。

○　休暇制度などの勤務条件等については、従前から必要に応じて、府立学校長あて周知を図るとともに、研修会等のあらゆる機会を通じて周知してきたところ。

○　また、学校現場における勤務条件等（制度解説）や育児・介護制度に関するハンドブック等を作成するとともに、ホームページに掲載し、制度周知をはかっているところ。

○　今後とも、休暇等の制度運用が、適正に行われるよう指導するとともに、働きやすい職場環境づくりに努めてまいる。
項目Ⅲ－１
○　代替職員との事務引継ぎについては、教諭、養護教諭については産前産後休暇の前後で合計２日以内、育児休業終了後３日以内、実習教員については育児休業終了後１日に限り、設定可能としているところ。

○　妊娠中の教員の体育実技担当時間軽減措置については、軽減期間について順次改善に努め、17週間を限度として措置していたものを、平成20年度からは、妊娠判明時から産休に入るまで措置することとしたところ。

○  ご要望のようなすべての教職員への適用については、困難であると考えている。
項目Ⅳ－３
○　職員休養室については、改築時に併せて整備をするとともに、余裕教室等の転用を行いその整備に努めてきたところ。

　　今なお、未整備の学校については、学校の意向を踏まえ、関係課と調整を図りながら、引き続き、設置及び設備の改善に努めてまいる。

○　府立高校のトイレ改修については、令和３年度までに、各校１系統のトイレの洋式化などの改修を終えた。

令和４年度及び５年度は、国からの『新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金』と府費を活用し、また令和６年度は府費を活用し便器の洋式化に取り組んだ。

引き続き、令和７年度においても、府費を活用してトイレの洋式化を進めている。

今後もトイレの改修については、予算の範囲内ではあるが、学校からの要望をお聞きし、個別に検討してまいる。

○　空調機の設置については、職員室に空調設備を設置済みであるが、職員室内にすべての教員の席が確保できない学校については、各校の状況を確認しながら、個別に対策を検討してまいる。

○　今年度も引き続き感染症の拡大防止のため空調設備の使用時においても換気が必要となることから、光熱水費等の予算に不足が生じる場合は、追加で学校予算の配当を行うなど、空調設備の運用に支障が生じないよう対応してまいる。

○　なお、今年度に関しても昨年度同様原油価格高騰の影響はあるが、光熱費は必要額を各学校に措置している。

○　厳しい財政状況の中ではあるが、今後とも学校運営に支障が生じないよう、必要な予算額の確保に努めてまいる。
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